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Ⅰ 本論文の構成 
鈴木勘一郎氏の学位請求論文｢日本企業の組織ダイナミズムに関する研究－組織機能、
アライメント、そして変革の統合的分析｣の構成及び各章の関係を示すと、以下の通りで
ある。 
序 章 変化と組織ダイナミズム 
第１節 問題意識 
第２節 研究の目的 
第３節 研究の方法 
第４節 論文の構成 
 
第Ⅰ部 組織機能の研究 
第１章 組織のコーディネーションとモチベーションに関する先行研究 
第１節 経営学における組織理論の系譜 
第２節 「補完性」の経済学から組織理論へのアプローチ 
第３節 組織理論からの示唆（仮説的命題[１]） 
第２章 日本企業の組織機能に関する先行研究 
第１節 日本的経営論について 
第２節  日本企業の組織機能に関する予備研究 
第３節 日本的経営論と組織研究からの示唆（仮説的命題［２］） 
  
第Ⅱ部 組織ダイナミズムの研究 
第３章 日本企業の組織アライメントに関する事例研究 
第１節  組織アライメントの先行研究 
第２節 組織アライメントの事例研究１「松下電器産業」 
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第３節 組織アライメントの事例研究２「日産自動車」 
第４節 先行研究と事例研究からの示唆（仮説的命題[３]） 
第４章 日本企業の組織アライメントに関する実証研究 
第１節 日本の大手企業における組織アライメントに関する実証研究 
第２節 実証研究を踏まえた命題の最終検討（最終命題） 
終 章 日本企業の組織ダイナミズムと課題 
第１節 組織ダイナミズムのまとめ 
第２節 研究の意義 
第３節 今後の研究課題 
 
 以上を論文フローで示すと、次の通りである。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
序章 環境変化と組織ダイナミズム
第１節 問題意識 第２節 研究の目的
第３節 研究の方法 第４節 論文の構成
序章 環境変化と組織ダイナミズム
第１節 問題意識 第２節 研究の目的
第３節 研究の方法 第４節 論文の構成
第２章 日本企業の組織機能に関する先行研究
第１節 日本的経営論について
第２節 日本企業の組織機能に関する予備研究
第３節 日本的経営論と組織研究からの示唆
（仮説的命題[２]）
第２章 日本企業の組織機能に関する先行研究
第１節 日本的経営論について
第２節 日本企業の組織機能に関する予備研究
第３節 日本的経営論と組織研究からの示唆
（仮説的命題[２]）
終 章 日本企業の組織ダイナミズムと課題
第１節 組織ダイナミズムのまとめ
第２節 研究の意義
第３節 今後の研究課題
終 章 日本企業の組織ダイナミズムと課題
第１節 組織ダイナミズムのまとめ
第２節 研究の意義
第３節 今後の研究課題
第４章 日本企業の組織アライメントに関する実
証研究
第１節 日本の大手企業における組織ｱﾗｲﾒﾝﾄに
関する実証研究
第２節 実証研究を踏まえた命題の最終検討
（最終命題）
第４章 日本企業の組織アライメントに関する実
証研究
第１節 日本の大手企業における組織ｱﾗｲﾒﾝﾄに
関する実証研究
第２節 実証研究を踏まえた命題の最終検討
（最終命題）
第３章 日本企業の組織アライメントに関する事例研究
第１節 組織ｱﾗｲﾒﾝﾄの先行研究
第２節 組織ｱﾗｲﾒﾝﾄの事例研究１ 「松下電器産業」
第３節 組織ｱﾗｲﾒﾝﾄの事例研究２ 「日産自動車」
第４節 先行研究と事例研究からの示唆（仮説的命題[３]）
第３章 日本企業の組織アライメントに関する事例研究
第１節 組織ｱﾗｲﾒﾝﾄの先行研究
第２節 組織ｱﾗｲﾒﾝﾄの事例研究１ 「松下電器産業」
第３節 組織ｱﾗｲﾒﾝﾄの事例研究２ 「日産自動車」
第４節 先行研究と事例研究からの示唆（仮説的命題[３]）
第Ⅰ部 組織機能の研究
第Ⅱ部 日本企業の組織ダイナミズムの研究
第１章 組織のコーディネーションとモチベーションに関
する先行研究
第１節 経営学における組織理論の系譜
第２節 「補完性」の経済学から組織理論へのｱﾌﾟﾛｰﾁ
第３節 組織理論からの示唆（仮説的命題[１]）
第１章 組織のコーディネーションとモチベーションに関
する先行研究
第１節 経営学における組織理論の系譜
第２節 「補完性」の経済学から組織理論へのｱﾌﾟﾛｰﾁ
第３節 組織理論からの示唆（仮説的命題[１]）
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Ⅱ 本論文の概要 
本研究は、序章や終章を含み 2 部 6 章から構成されている。概要は次の通りである。 
 
序 章 変化と組織ダイナミズム 
本研究の問題意識を明確にした上で、目的・研究方法などを説明している。 
 第 1 節「問題意識」では、企業組織をめぐる将来の経営環境はさらに厳しさを増すと共
に、変化の勢いも一層加速化していくことと予想される。そうした中で、より良い経営を
実現するには、効率的・効果的な組織設計とその運営を行う必要があり、そのためには組
織のあり方を過去の理論や実証研究を踏まえながらも、根本から見直すと同時に、実証デ
ータに基づいた実証研究を行い、変革の統合的分析が必要ではないかという問題意識から
スタートしている。 
第 2 節「研究の目的」では、組織が目的達成のためにより効率的・効果的に活動するた
めに、どのような組織要素がいかにコーディネートされ、人々がモチベートされるか、さ
らに、これらをアライメント（ベクトル合せ）することによって、初めて統合的な組織の
ダイナミズムが生れることを明らかにしている。 
第 3 節の「研究の方法」では、まず、組織機能に関する先行研究や予備調査によって、「コ
ーディネーション」と「モチベーション」に関係した仮説的命題を抽出している。さらに、
組織変革を行った日本企業の事例研究から、｢アライメント｣の機能要素を抽出し、｢アライ
メント｣を、「コーディネーション」と「モチベーション」を統合する｢組織アライメント・
モデル｣として位置づける。理論的先行研究、事例研究、そして実証研究によって、仮説的
命題を段階的に検討し、最終的に全体の議論を踏まえて、日本企業の組織ダイナミズムに
関する最終命題を導出し、組織アライメント・モデルを提示するという研究方法を採用し
ている。 
 
第Ⅰ部 組織機能の研究 
ここでは、「第１章 組織のコーディネーションとモチベーションに関する先行研究」と
「第２章 日本企業の組織機能に関する先行研究」の 2 章からなる。 
 
第１章 組織のコーディネーションとモチベーションに関する先行研究 
２つの観点から先行研究をレビューしている。 
第１節の「経営学における組織論の系譜」では、古典的組織論、人間関係論、行動科学
論、組織行動論、情報処理モデル、条件適合理論などを概観している。従来の組織論の発
展内容から、その理論と実証研究には、組織機能を大きく「コーディネーション」（調整）
の側面と「モチベーション」（動機）の側面に大別した２つの流れがあったことを明確にし
ている。 
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第２節の「『補完性』の経済学から組織理論へのアプローチ」では、組織を分析する理論
的研究として、「組織の経済学」と「比較制度分析」を取り上げる。 
第 3 節「組織理論からの示唆（仮説的命題［１］）」では、さまざまな組織機能の要素の
関係には、相互作用を持つ場合が多く、特に「補完性」がある場合には、ある条件の下で
部分均衡を実現する組合せが存在することを指摘し、また、組織の置かれている経営環境
への対応力を検討している。先行研究の組織研究には歴史的にコーディネーション機能に
関する研究とモチベーション機能の研究があり、この２つを組織の基本機能とし位置づけ
ている。また、条件適合理論から、変化と組織タイプの適合性には相関があるとして、次
の２つの仮説的命題［１］を設定している。 
仮説的命題１－１：コーディネーションとモチベーション 
仮説的命題２－１：条件適合理論 
 
第 2 章 日本企業の組織機能に関する先行研究 
第２章では、第１章から抽出された要素を確認または新しい要素を追加するために、い
くつかの角度から日本企業特有の組織特性を抽出することを目的に、次の３つのテーマ、
「日本的経営論の系譜、日本企業の組織機能の議論」をレビューし、独自アンケート調査
に基づく「日本企業の組織機能に関する３つの予備研究」にもとづき、日本的経営論と組
織研究からの示唆からによって仮説的命題２を提示している。 
第１節の「日本的経営論について」では、日本的経営論の系譜、日本的経営の議論の特
徴を検討している。さらに、日本企業の組織機能の特性を、日米企業の経営比較、日本経
済の制度分析、高 IQ 組織の日米の比較分析、日本的企業組織の再点検による組織の重さな
どの先行研究を検討している。 
第２節の「日本企業の組織機能に関する予備研究」では、独自アンケートを行い、収集
したクロスセクション・データに基づいて、３つの組織機能の分析を行っている。 
①「日本の大手製造企業における組織調整の研究」では、組織機能をいくつかの要素
に分け、それらの相互関係を確認し、組織のコーディネーション・メカニズムの一端を明
らかにしている。 
②「日本のハイテク産業における組織要素の研究」では、5 つの組織機能原則から構成
される「組織ＩＱ」のフレームワークを用いて、組織要素間の相互関係を確認している。 
③「日本の大手製造企業におけるサイコロジカル・エンパワーメント（動機付け）の
研究」では、個人のモチベーションと組織機能との関係を明らかにしている。 
第 3 節の「日本的経営論と組織機能からの示唆（仮説的命題［２］）」 
予備研究の成果から組織モデルの要素を確認し、仮説的命題１－１に追加して、仮説的
命題１－２としてコーディネーションの主要な構成要素を抽出し、仮説的命題１－３とし
てモチベーションの主要な構成要素をそれぞれ設定し、仮説的命題２－１では、有機的組
織の組織要素を置き換えている。追加及び修正した、仮説的命題［２］は次の通りである。 
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仮説的命題１－２：コーディネーション（追加） 
仮説的命題１－３：モチベーション（追加） 
仮説的命題２－１：条件適合理論（修正） 
 
第Ⅱ部「組織ダイナミズムの研究」 
第Ⅰ部では、「コーディネーション」と「モチベーション」に関係した仮説的命題を抽出
したが、第Ⅱ部では、｢アライメント｣の機能要素を抽出し、｢アライメント｣を、「コーディ
ネーション」と「モチベーション」を統合する｢組織アライメント・モデル｣として位置づ
けるために、「第３章 日本企業の組織アライメントに関する事例研究」と「第４章 日本
企業の組織アライメントに関する実証研究」を行っている。 
 
第３章 日本企業の組織アライメントに関する事例研究 
組織はビジョン、理念、目標などを社内外に掲げている。それを組織メンバー間で共有
し理解してもらい、その結果がパフォーマンスにつながることが多い。そこで３章では、
先行研究として企業が経営目標に向けて組織や人の方向合せ（アライメント）を行ってい
くことの便益と他の活動との関係について検討し、次に、組織変革を行った日本企業の事
例研究を取り上げ、仮説的命題３を導出している。 
第１節の「組織アライメントの先行研究」では、垂直型アライメント、水平型アライメ
ント等の先行研究からアライメントの重要性と組織メカニズムを明らかにしている。 
第 2 節の「組織アライメントの事例研究１ 松下電器産業」では、変革プロセスのＫＦ
Ｓとして、①聖域なき改革と危機意識、②顧客本意のマーケティング改革、③事前準備と
早期に打ち出したビジョン、④メトリクス（目標指標）の明確化、と整理している。この
プロセスを変革前と比較することによって、変革前後の組織機能を整理している。 
第 3 節の「組織アライメントの事例研究２ 日産自動車」では、変革プロセスのＫＦＳ
として、①危機感の共有化、②責任の明確化（具体的な目標、達成期限、責任の所在）、③
社内外からの経営改善アイディアの収集、④顧客指向の徹底、⑤グローバル戦略をコアに、
と整理し、松下同様に変革前後の組織機能を整理している。 
第 4 節の「先行研究と事例研究からの示唆（仮説的命題［３］）」では、2 社の事例から、
各仮説的命題の確認を行い、アライメントのメカニズムを明確にし、仮説的命題３を提示
している。事例研究から、両社の経営変革において、コーディネーション、モチベーショ
ンと同時に、会社全体の方向性を明確にして組織を統合していくというアライメントが非
常に重要な機能を果していることが確認している。 
 この結果、先行研究と事例研究から、仮説的命題１－１の組織の基本機能として、コ
ーディネーションとモチベーションの２つに加え、組織の方向性を束ねる機能として「ア
ライメント」を新しい組織モデルに組み込むことによって、より効果的な説明ができる。
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また具体的な明確な目標、統合活動、チェック機能を構成要素としたアライメントの機能
を定義し、それを仮説的命題１－４として付加すべきであるとしている。その他は第 2 章
で設定した仮説的命題のままであるとした。修正及び追加した、仮説的命題［３］は次の
通りである。 
 
仮説的命題１－１ コーディネーションとモチベーションとアライメント（修正） 
仮説的命題１－４ アライメント（追加） 
 
第 4 章 日本企業の組織アライメントに関する実証研究 
コーディネーションが情報による資源やプロセスの調整であり、モチベーションが人の
動機付けであったが、アライメントはその資源やプロセス、人の動機付けをある明確な方
向に合せていく努力ないしは仕組みが重要であると認識している。本章では大手企業に対
する独自アンケート調査で収集した組織データに基づいた統計解析（共分散構造分析を含
む多変量解析）をおこない、実証研究を踏まえた最終命題を導出している。 
 
第１節の「日本の大手製造企業における組織アライメントに関する実証研究」では、こ
こまで検討してきたコーディネ－ション、モチベーションにアライメントという機能を加
えた３つの組織機能の相互関係を実証的に確認している。すなわち、組織機能の各要素を
独立変数、媒介変数、結果変数に区分し、媒介変数に、「コーディネーション」と「モチベ
ーション」、さらに「アライメント」という概念を追加し、下記のとおり「組織アライメン
トの相互関係」に関する枠組みを設計し、これまでの仮説的命題を確認している。 
ガバナンス・人事属性
社外役員
執行役員
学歴
平均年齢
労務・福利厚生
労使協議会
職場懇談会
従業員持株会
コーディネーション
[垂直情報調整]
フラット化
委譲
[水平情報調整]
感度
共有
成果
挑戦意欲
財務業績
モチベーション
評価
報酬
支援
参画
アライメント
明確な目標
統合化運動
チェック機能
IT活用
独立変数 媒介変数 結果変数
知識創造
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 第２節の｢実証研究を踏まえた命題の最終検討（最終命題）｣では、組織機能に関する理
論的先行研究のレビュー、経営変革の代表的な企業２社の事例研究、さらに独自アンケー
ト調査データを統計解析した実証研究などから、仮説的命題を修正し、或いは削除などを
検討した。特に、3 つの基本機能には、「コーディネーション→モチベーション→アライメ
ント」というロジックフローが、共分散構造分析によって統計学的に有意な結果がでたの
で、仮説的命題１－１にこれを含めている。仮説的命題１－２～４については、無修正の
理由を明確にし、仮説的命題２－１は、本章第 1 節の実証研究より、条件適合理論の条件
を支援する結果にならないため、これを削除している。 
 
仮説的命題１－１ コーディネーションとモチベーションとアライメント（修正） 
仮説的命題２－１ 条件適合理論（削除） 
 
 
このように仮説的命題を修正・追加したうえで、最終命題を以下のようにまとめている。 
最終命題１－１ コーディネーションとモチベーションとアライメント 
 「組織の基本機能は、①情報や資源の効率的処理や実践に関する「コーディネーション」、
②人の働き方を動機付ける「モチベーション」、③組織の方向性を束ねる「アライメント」
からなり、『コーディネーション→モチベーション→アライメント』という相互関係がある。 
最終命題１－２ コーディネーション 
 「コーディネーションには、情報が重要な役割を果たしている。調整機能として、垂直
情報調整（フラット化、決定レベル）と水平情報調整（情報感度、情報共有）の２種類が
あり、相互に補完的な役割を果たしている。」 
最終命題１－３ モチベーション 
 「モチベーションには、合理性と情緒性が重要な役割を果している。動機付けとして、
合理的な外的動機（評価、報酬）と情緒的な内発的動機（挑戦支援、参画）の 2 種類があ
り、相互に補完的な役割を果たしている。」 
最終命題１－４ アライメント 
「アライメントには、明確で一貫した目標、統合化活動、チェック機能などが機能要素
となっている。特に組織変革時には、危機感の共有やクロス･ファンクショナルな活動が組
織の効率性を高める。」 
 
 終 章 日本企業の組織ダイナミズムと課題 
終章では、企業組織ダイナミズムの命題をまとめ、下記の通り｢組織アライメント・モデ
ル｣を提示し、また「研究の意義」を整理し、最後に、本研究の「今後の研究課題」に言及
している。 
第 1 節の「組織ダイナミズムのまとめ」では、これまで検討してきた仮説的命題とその
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相互関係を整理し、組織アライメント・モデルを提示している。すなわち、垂直情報調整
と水平情報調整が「コーディネーション」機能、外的動機と内発的動機が「モチベーショ
ン」機能、明確な目標・統合化活動･チェック機能などが「アライメント」機能を、それぞ
れ構成し、コーディネーション、モチベーション、アライメントの３つは相互関係がある。
さらに外部からの変化圧力に対して、社内では有機的な組織対応ができることが鍵となる
としている。 
組織のダイナミックな作用メカニズムを分析することが、本研究の目的であり、変化に
対して組織は柔軟にかつ素早く対応することが求められる。効率的な組織活動を記述する
組織アライアント・モデルは、環境変化に対応した組織要素のダイナミックなメカニズム
を内在化させた一つの方法論であると考えている。 
 組織アライメント･モデル 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 第 2 節の「研究の意義」では、組織の持つ静態的なメカニズムに加えて、時系列的なプ
ロセスや外部環境からの変化や刺激に対する対応など、ダイナミックな組織機能を高める
ことが、いかに成果に結びつくかを研究し、その意義を次のように整理している。 
コーディネーション
水平情報調整
（情報感度、情報共有）
モチベーション
内発的動機
（挑戦支援、参画）
アライメント
危機感の共有
ｸﾛｽ･ﾌｧﾝｸｼｮﾅﾙ
垂直情報調整
（フラット化、決定ﾚﾍﾞル）
外的動機
（評価、報酬）
明確な目標、統合化運動、
チェック機能
成果
（業績･意欲）
成果
（業績･意欲）
組織アライメント･モデル
変化圧力変化圧力
①コーディネーションとモチベーションのメカニズムを調査データで実証的に確認 
②組織基本機能にアライメント機能を加え、３つの機能を統合したことの新規性 
③組織の動態的変化や進化を命題に組み込みこんだ組織ダイナミズムの分析 
④具体的企業の変革事例を定性と定量の情報で分析し、現実に適応するモデルの提示 
⑤独自の多様なアンケート調査で、説得力ある組織機能の最終命題を導出 
第３節の「今後の研究課題」では、日本でもこの分野の実証研究は数が少ないためアン
ケート調査の設計や事例企業の選択の客観性について課題が残る。 
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Ⅲ 評価 
１．本研究の成果 
変化に対して組織は柔軟にかつ素早く対応することが求められるが、本研究は、環境変
化に対応した組織要素のダイナミックな作用メカニズムを分析することを目的としている。 
組織がより効率的・効果的に活動するためのコーディネーション機能とモチベーション
機能をさらに高めるために、アライメント機能が重要な役割を果たしていることを実証研
究によって明らかにし、最終命題を導出している。 
その研究成果は、次の通りである。 
① 組織の基本機能に関する包括的な先行研究をレビューし、3 つの機能を導出し、統合を
試みたこと 
先行研究の経営学やミクロ経済学における組織論を包括的にレビューし、「組織の経済
学」で主張されている「補完性」に注目し、組織の基本的機能を「コーディネーション」
と「モチベーション」の２つに集約されることが明らかにした。さらに、この基本機能を
高めるには、目的や目標の達成に向けて、組織、人、プロセスを束ねていく「アライメン
ト」機能が重要であることを導き出し、コーディネーションとモチベーションをアライメ
ントという概念で統合するという論理展開に独創性がある。 
②現実の企業組織のダイナミズムを確認したこと 
企業組織の先行研究は、一定時点の静態的な解析にとどまっていた。本研究は、企業組
織が環境変化の中で動態的（Dynamic）な変化や進化を遂げていることに着目し、採用や
バリューチェーン統合という情報共有による経時的・横断的な情報調整プロセスや、企業
変革という経営の断層的な適応プロセスを考慮することで、組織の変化、すなわち組織ダ
イナミズムを組み込んだ命題を導出した。こうした変化というファクターを組織モデルに
組み込むことによって、企業組織をよりダイナミックな視点から解析・分析できた。 
③幅広い独自アンケート調査と解析による命題や概念、経営や組織の機能の操作性を確認
したこと 
日本の組織に関するアンケート調査を実施することが現実的に困難な中で、筆者が関与
してきた大手製造企業やハイテク企業に関する研究調査データを活用し、また独自のアン
ケート調査を加えて、膨大な実証データを活用している。すなわち、予備研究１と予備研
究３は同じアンケート調査を利用している。予備研究１の対象は「１企業あたり複数回答」
で日本の大手製造企業 1６社（個別には 191 通の有効回収。内訳は本社部門 16 通、事業部
門 147 通、R&D 部門 28）である。また予備研究２の対象は、「１企業あたり複数回答」で
日本のハイテク企業１４社（個別には合計で 154 通を回収、有効サンプル 154。内訳は携
帯関連事業 42 通、PC 関連事業 38 通、情報家電事業 25 通、半導体製造装置事業 49）であ
る。さらに、本研究のための独自アンケート対象は「1 企業あたり 1 回答」の日本の大手企
業 72 社（すなわち 72 通を回収。うち製造業 50 社、小売業 22 社）である。このような詳
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細なデータの統計解析に基づく実証研究であることに、本研究の価値がある。このような
大量なデータの解析により、命題や概念、経営や組織の機能の操作性を確認し、より説得
力のある組織機能の最終命題の導出している。 
④統計解析に加え、具体的な企業の変革事例で、命題の現実への適合性を明確にしたこと。 
純粋な統計解析だけで組織成果を計測することは難しい。そこで、具体的な企業の変革
事例を取り上げ、定性と定量の情報を分析することで、より現実に適合するように命題を
修正した。ダイナミックな組織モデルが現実を反映したものであるといえる。この事例研
究によって提示した組織アライメント・モデルの、実務へ適合可能性が高いことを明確に
できた。 
２．本研究の課題 
 本研究では、前述したような研究成果はあるが、今後の研究を進めていく上で考慮すべ
き課題が以下の通り存在する。 
①アンケート調査対象の母集団の課題 
アンケート対象企業の母集団の数である。多くのアンケートを実施し、データ収集の範
囲内での解析については研究成果で述べたとおりであるが、予備調査で 2 つのアンケート、
本研究利用のための１つの調査を行っている。この母集団が、又は有効回答が本研究のた
めに最適であったかに対する課題である。例えば、意思決定に関わる権限委譲がマイナス
とでている。権限委譲はメンバーのモチベーションを高め、他の活動に対してもプラスの
影響があるという、現代の経営学の常識ともなっているのとは逆の結果になっている。こ
れは権限委譲のレベル、内容、企業のおかれている状況、トップ戦略の相違等全てに関係
する可能性がある。アンケート送付先の状況によって異なり、統計解析の限界がでている
可能性がある。 
②アンケート調査の設計上の課題 
実証研究には、常にアンケート調査が不可欠である。本研究では、３種類のアンケート
調査から得られたものであった。予備調査では、日本の大手製造企業 1６社の各部門、日本
のハイテク企業１４社の各部門のように、１企業あたり複数の調査票を配布回収している
ので、ある程度内部の意見の分散が反映されているが、日本を代表する製造企業であると
いう確証はない。また、本研究の独自の対象企業は日本の大手企業 72 社（製造業 50 社、
小売業 22 社）で、1 社 1 回答であるために、その個別回答がどの程度会社の実態を反映し
ているかどうかの判断は難しい。全体的に本研究対象の企業数が少なく、少ないサンプル
数での統計処理の扱いには課題が残る。 
③アンケート調査における経営業績の課題 
アンケート対象企業の各構成要素と経営業績（結果変数）とは、正の相関がでてこなか
った。これは、業績のよい企業は組織活動が高いという認識があるが、組織活動の高い企
業が必ずしも好業績とは限らないことを意味している。欧米でも組織活動や業績等に明確
な影響を及ぼしている実証研究は非常に少ないのは、経営環境によって業界全体の業績が
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振れること、また組織活動の高さがその後の好業績に反映するのであって、調査時点の業
績と乖離することがあるからと考えられる。経営業績について、対象期間やタイムラグを
反映する工夫がほしかった。 
④事例研究の選択の課題 
事例研究で取り上げた企業 2 社が、アンケート調査データに基づく実証研究の結果を確
認する対象として適切かどうかである。日本企業の事例研究では、松下電器産業と日産自
動車を取り上げた。両社は、インターブランドのグローバル企業ブランド調査にも安定的
に上位 100 社に入っている日本を代表する世界的な製造業であるが、どちらも 2000 年まで
に大きな経営の課題を抱え、経営トップの交代をきっかけとして V 字回復を達成した。し
かし、両社を巡る背景はそれぞれ特殊であり、またどちらの経営者も海外経験から変革の
ベースをつかんでいるという意味では、日本の他の一般的な企業とはむしろ大きく異なっ
いる。分析の結果をそのまま日本の他企業に適用できるかどうかは疑問が残る。 
Ⅳ 結論 
 2008 年３月 27 日（木曜日）の論文面接審査により、問題意識、先行研究からの仮説的命
題の設定、詳細なアンケートや調査データ解析による命題の修正プロセス、さらに最終命
題の導出を通して、コーディネーション、モチベーション、アライメントの構成要素の多
くに相関関係があり、組織ダイナミズムにとってこれら 3 つの組織要素が不可欠であるこ
とを確認した論文であることを高く評価した。 
本研究の課題で指摘したような実証研究や事例研究上の課題はあるが、論文全体の評価
を損なうものではなく、指摘した課題を配慮した今後の更なる研究の継続を期待する。 
 
以上、博士学位申請論文の審査の結果、論理性、独創性、実践性という観点から、本研
究は博士学位請求論文に相応しいと、審査委員一同判断した。 
 
 ２００８年月５日１２日 
   
鈴木勘一郎氏の博士学位請求論文の審査委員 
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 早稲田大学大学院  教授・学術博士（早稲田大学）  柳 孝一  印 
  
早稲田大学大学院  教授・学術博士 (早稲田大学)   寺本義也  印 
 
 大阪大学大学院   教授・経済学博士（大阪大学）  金井一頼  印 
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